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家畜共済の共済掛金標準率の算定方式について

資料８



家畜共済の共済掛金標準率の算定方式の考え方

令和５年４月１日以後に共済掛金期間が始まる家畜共済の
共済関係から適用する共済掛金標準率は、次により算定する。

1

○ 共済掛金標準率は、過去一定年間の被害率を基礎として、
組合等の積立金の水準に応じた調整を行って算定する。



Ⅰ－１ 死亡廃用共済（基礎被害率①）
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共済目的の種類（農林水産大臣が特定の共済目的の種類
につき共済事故の発生態様の類似性を勘案して区分を定め
たときは、当該区分）ごと及び除外される事故の区分ごと並
びに都道府県の区域（全国連合会にあっては、農林水産大
臣が定める区域。農林水産大臣が特定の共済目的の種類に
つき当該区域を細分した地域を定めたときは、当該地域。乳
用種種雄牛、肉用種種雄牛及び種雄馬にあっては、全国の
区域。以下「料率地域」という。）ごとに、直近３年間の実績金
額被害率を基礎とし、必要に応じて修正を行ったものを基礎
被害率とする。

共済目的
の種類

牛

搾乳牛、育成乳牛（子牛等選択あり、
子牛等選択なし）、
繁殖用雌牛、育成・肥育牛（子牛等
選択あり、子牛等選択なし）、
乳用種種雄牛、肉用種種雄牛

馬 繁殖用雌馬、育成・肥育馬、種雄馬

豚 種豚、特定肉豚、群単位肉豚

除外される
事故の区分

・特定事故※２以外の（死亡）廃用事故
・１～３、５、６号※３の廃用事故

○ 死亡廃用共済の共済掛金標準率は、共済目的の種類（さら
にこれを細分化した共済掛金区分）ごと及び除外される事故
の区分ごと並びに料率地域※１ごとに設定することから、被害
率もこの区分ごとに整理する。

※１ 原則として都道府県の区域。都道府県の区域内において被害発
生態様が異なる地域がある場合は、当該地域。乳用種種雄牛、肉
用種種雄牛及び種雄馬については、全国の区域。

※２ 火災、伝染病（法定伝染病及び届出伝染病（特定肉豚にあって
は、ニパウイルス感染症、豚テシオウイルス性脳脊髄炎に限る。））
又は自然災害による死亡廃用事故。

※３ 疾病又は不慮の傷害によって死にひんした場合（１号）、不慮の
災厄によって救うことのできない状態に陥った場合（２号）、骨折、
は行、両眼失明、牛伝染性リンパ腫、ＢＳＥ、創傷性心のう炎又は
放線菌症等による採食不能によって使用価値を失った場合（３号）、
繁殖能力を失った場合（５号）及び泌乳能力を失った場合（６号）

共済掛金
区分

１ 基礎被害率



Ⅰ－１ 死亡廃用共済（基礎被害率②）
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○ 原則、直近３年間として令和元～３年度（特定事故にあっ
ては、直近20年間として平成14～令和３年度）のデータを用
いて、実績金額被害率を次のとおり算定する。

実績金額被害率（％）＝支払われた共済金÷共済金額

○ 「必要に応じて修正を行う」とは、引受実績のない区分につ
いても、引受実績のある区分の被害率から換算して、被害率
を算定すること等をいう。





Ⅱ 疾病傷害共済（基礎被害率及び共済掛金標準率①）
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共済目的の種類ごと及び診療技術料等とそれ以外の費用
の別ごと並びに料率地域ごとに、直近３年間の実績金額被害
率を基礎とし、必要に応じて修正を行ったものを基礎被害率
とする。

共済目的
の種類

牛
乳用牛（子牛選択あり、子牛選択なし）、
肉用牛（子牛選択あり、子牛選択なし）、
乳用種種雄牛、肉用種種雄牛

馬 一般馬、種雄馬

豚 種豚

診療技術料等 診療に要する費用のうち、次のａ～ｅ以外のもの

診療技術料等
以外の費用

ａ 医薬品費
ｂ 医療用消耗品費
ｃ 医療用器具及び機械の償却費
ｄ 往診用車両の修理費及び償却費
ｅ 往診用車両の燃料費及び往診時の交通費

１ 基礎被害率 ○ 疾病傷害共済の共済掛金標準率は、共済掛金区分ごと及
び診療技術料等とそれ以外の費用の別ごと並びに料率地域ご
とに設定することから、被害率もこの区分ごとに整理する。

共済目的の種類ごと及び診療技術料等とそれ以外の費用
の別ごと並びに料率地域ごとに、基礎被害率に対し、組合等
の家畜共済に係る積立金の水準及び国の食料安定供給特
別会計農業再保険勘定に係る積立金の状況を踏まえた所要
の調整を行ったものを共済掛金標準率とする。

２ 共済掛金標準率
共済掛金
区分



Ⅱ 疾病傷害共済（基礎被害率及び共済掛金標準率②）
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○ 原則、直近３年間として令和元～３年度のデータを用いて、
実績金額被害率を次のとおり算定する。

実績金額被害率（％）＝支払われた共済金÷共済金額

○ 「必要に応じて修正を行う」とは、引受実績のない区分につ
いても、引受実績のある区分の被害率から換算して、被害率を
算定すること等をいう。



【政府による保険事業】

○ 共済金の支払いについて、組合が一定の責任を有しつつも、組合の支払責任額のうち掛金収入で賄えない部分が過度にな
らないよう、政府が共済責任を保険する事業を実施。

○ 家畜共済については、家畜通常標準被害率を定め、共済金支払額の共済金額総額に対する割合が家畜通常標準被害率を
超えた場合に、国から組合に保険金が支払われるしくみとし、政府の責任分担に見合った保険料率を設定。

○ 家畜共済の被害率は他の共済事業に比べばらつきが小さいことから、現行の方式では、過去一定期間※1の各年度の被害
率の最大値を家畜通常標準被害率として設定※2。

※１ 現行では平成23～30年の８年間。（平成30年度の制度改正後の組替集計に必要な家畜１頭ごとのデータが存在する最長期間。）
※２ 令和元～３年度は平成30年度改正による新制度への移行期に当たるため、データの取扱いを含め整理する予定。

付 録
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現行の家畜標準被害率の設定方法（イメージ）
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